
飯田市再生可能エネルギーの導入による 
持続可能な地域づくり条例について 

長野県飯田市長 牧野光朗 
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協力 
 

駄科区 
（指定管理者） 

おひさま進歩
(株) 

飯田市 協働 

自分の地域のエネルギー供給に 
参加し、エネルギーを自分たちの 
手で作る。 

中電 

全量売電 

収入 賃料（修繕費） 
非常時の電源等 

屋根提供 

出資者 
（飯田市民、全国の市民） 

配当 出資 

指定管理 

施設機能の向上 

地元に電気は供給 

売電 

駄科コミュニテイ防災センター 

地域公共再生可能エネルギー活用事業認定第1号 

 駄科区とおひさま進歩エネルギーによる事業 

特徴 

駄科区 
(住民) 

・指定管理者として、屋根の賃借 
・初期費用が０円ですむ 
・自ら資金調達の必要が一切なく、事業リスクはほとんどない 
・自立コンセントによる防災機能向上 

おひさま 
(民) 

・設置場所の安定的確保により、公共的事業として安定的な運 
営が実現 

飯田市 
(行政) 

・予算出動なし 
・市民による主体的な地域づくりを支援 
・地域の電力のグリーン化と自給率向上 
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竜丘電気利用組合の歴史から新しい住民主体の事業スタイルへ 

長野県下伊那郡竜丘村に、日本で初めての 

電気利用組合が住民の力で設立され、約30 

kWの小水力発電で村内に電気を供給。電力 

の国家管理が行なわれるまで（昭和10年代 

前半）飯田地域の各地で電気利用組合が設立 

され、地域に電力供給。 

竜丘電気利用組合（大正３年） 

上村小沢川小水力市民共同発電事業体のイメージ 

市場からの 
資金調達 

固定価格 
買取制度 
による 
売電収入 

 
金融機関 
からの 
融資 
市民出資 

地元が事業主体となり、多
様な主体と連携して、地域
振興を目的とした事業展開 
を条例で支援 

認可地縁 
団体を想定 

○技術的ノウハウを持った企業 
○法務・財務に長けた専門家 
○小水力を推進する専門的団体 
○地域の金融機関 
○ＮＰＯ，市民団体 等 

飯田市 国・県・電力会社 調整 

事業構築支援 

○賦存量・開発地点調査 
○開発可否判断調査（流量等） 
○資金調達調整 
○事業主体調整 等 

仕様 
定格出力／2.2kw 
定格電圧／AC200V 
相数／３相 
定格回転数／750rpm 
動作温度／0～30℃ 
使用環境／水中及び 
屋内外 
発電機寸法／
140mm×600mm 

・地域の企業 
 集団が製品 
 開発 
・産業センター 
 を拠点に、 
 科学技術振興 
 機構や大学と 
 連携 

環境産業への取り組み 
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上村地区の実態 
２００５．１０  人口 ７００人 世帯数２８２ 
２０１２． ４  人口 ５００人 世帯数２１９ 

保育園を維持することにより、子育て世代の定
着につながる。 
地域が持続可能的に維持・発展する。 

 

コミュニティ
ビジネスの
起業と収益
の持続的 
地域再投資 

 
市の支援策 
年間維持費 

 約３００万円 

地域の持続可能性
を重視した 
政策的判断 

上村プロジェクトにおける「入口政策」と「出口政策」 

入口政策 出口政策 

地域環境権によ
る小水力発電 

上村保育園 

平成25.4月に園児数５人へ 

平成２４年４月現在の園児数は、３人。 

このままいくと、平成25年４月には１人となってし

まい閉園となる危機にたたされていた 



分権型エネルギー自治に取り組む意義 

日本の中山間地域における共通の課題 

再エネ事業に地域主体で取り組むことで、持続可能な地域づくりが可能に！ 

地元に生じるメリット 
・電力の地産地消と自給率向上 
・売電収益による地域課題解決 
   ↓ 
コミュニティーの再生 
（＝結いの結びなおし） 
   ↓ 
住民主体で持続可能な地域づくりへ 

ソリューションとしての再エネ事業 

・少子高齢化 
・人口減によるさまざまな社会的インフラの衰退 
・地域のアイデンティティの衰退 など 

それを可能に
するためには
課題もある。 

固定価格買取
価格制度に 
よる売買収益 

５ 


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

